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3.2.1 ボンド・スキームのデメリット
前節では前半にポンド・スキームの改変要因を論じ，後半ではそのメ
リットと考えられる点を明らかにしてきた。メリットだけから判断すれ
ば，ボンド・スキームは欠点のないすこぶる完壁な内容を有しているよ
うに映るが，むろんこれはコインの片面でしかない。というのも，その
片面にはデメリットと難点というものが潜んでいるからである。この場
合，デメリットというのは何といっても土地放棄や離農の可能性に関わ
る農村社会にとって重大な困難のことであり，難点というのはボンド・
スキームのダイナミックなメカニズムに内在する弱点のことである。本
節では両者を分けて検討を加えていきたい。そこで本項ではすでに論じ
たように，農民のアンケート調査結果を吟味したうえで改めて土地放棄
や離農の可能性について考える。 A.スウインバンクと s.タンガーマン
はこの問題を重視せず，特定の地域に集中するマイナーな問題にすぎな
いとの判断を下していた。果たしてそうか。そこにはもっと考察すべき
論点が隠されているように思われるのである。
ボンド・スキームの実現は確かにCAPの第 1の柱から第 2の柱への
財政資金の開放をもたらすが，ボンド・スキームと農村開発政策の接点
はここまでにすぎない。これはボンド・スキームの弱点として次項で述
べるが，ここではボンド・スキームに関連して浮かび、上がってくる土地 
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放棄(landidleness) と農村荒廃 (ruraldesertification)の危険性につ
いて考える60)。これはCAPの第 1の柱に関するボンド・スキームを通じ
た改革によって生じる欠落問題 (the “absenteeism problemつと形容
されている61)。欠落問題は①上述の土地放棄と農村荒廃，②農村地域や
農業からの資金のヲ|き揚げの二つの問題として指摘されている。①と②
はすなわち，生産放棄と離農に関する問題であり ボンド・スキームと
農村開発の間の政治的二律背反関係 (politicaltrade-o旺's) といわれてい
る。ここにはそうした懸念を裏づけるものがある。
表 1をみてみよう。表 lはボンド・スキームに関する委託研究におい
て無作為に抽出されたイギリス一一電話帳のイエロ一ページから一一一
ドイツ一一年金記録から一一 ポルトガル一一国家統計局のリストから
一一の4，500人の農民に対して2001/02年度の秋と冬におこなった郵送に
よる大規模なアンケート調査結果のうちのひとつであるが，重大な示唆
を与える内容となっている。
まず 5の項目「現行の直接支払いは農民にとって信頼できる所得源で
あるJの調査結果では全体の平均値がイギリス1.55， ドイツ1.61，ポル
トガル2.28と「強く同意する」とする方向に大きく傾斜している。むろ
ん，文字どおり「強く同意するjものではないが，はっきりと同意する
方向に向かっている。これは否定し難いことであろう。この場合の「現
行Jの直接所得支払いはマクシャリー農政改革によってもたらされた直
接所得支払いのことであり，調査時点ではアジェンダ2000農政改革下の
それである。イギリスとドイツと比べてポルトガルには若干の温度差が
あるものの，農民は現行直接所得支払いが農民の所得を支える確実な源
泉になっていると考えている。これはボンド・スキームへの改革方向と 
60) Mendes (2002)， 2. p. 
3. p.61) Mendes (2002)， 
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表 1 農業の将来に関する回答者の見解
全体の平均値
イギリス ドイツ ポルトガル
1.農業の将来は支持の持続にかかっ 
ている 
2.01 2.01 2.07 
2 .私の意見ではCAPの下での政策 
の仕組みはうまく機能している 
3.17 3.84 3.29 
3.現在のアジェンダ2000体制は2006 
年後も継続される 
2.97 2.51 2.80 
4 .変化を求める圧力により現行制度 
が改革される必要がある 
2.13 2.33 2.42 
5.現行の直接支払いは農民にとって 
信頼できる所得源である 1.91 1.59 2.28 
6.現行支持が撤回されると多くの農 
民は収益をあげられなくなる 
1.55 1.61 1.83 
7.農業生産の支持は段階的に廃止さ 
れるべきである
3.11 3.62 3.82 
資料:Tranter，Costa，Knapp，Litle and Sottomayor (204)，p. 131，Table8.2 (訳書， 
182頁，表8.2). 
注:順位尺度の配点;1 =‘強く同意する" 5-‘強く不同意である'
は真っ向から衝突する事実である。すなわち，ボンド・スキームのよう
な直接所得支払いの改変がおこなわれれば，農民はこれまでのような信
頼すべき所得源泉を失うということをこの項目 5が告げ知らせているの
である。このことから導かれる結論は 農民にとって望ましい直接所得
支払いのあり方は旧来のそれということにさしあたりはなる。現在， 
SPSへの改変がおこなわれているが，これに対しても農民が賛意を表明
しているかというと大分雲行きは怪しくなってこよう。
次に 6の項目「現行支持が撤回されると多くの農民は収益をあげられ
なくなる」の調査結果では，農民の回答は 5の項目よりも鮮明に「強く
同意する」に傾斜している。すなわち，平均値はイギリス1.55， ドイツ 
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1.61，ポルトガル1.83とすべての固において l点台にあり，現行直接所
得支払いが持続されなければ，農民の収益性が悪化することは不可避で
あると農民は認識していることがはっきりと提示されている。 7の項目
「農業生産の支持は段階的に廃止されるべきである」の調査結果では，
イギリス3.11，ドイツ3.62，ポルトガル3.82とすべての国々で 3点台に
あるが，イギリスがやや低めである以外ドイツ，ポルトガルとも 4点に
近い。ここから判断するかぎりでは，好意的に解釈すれば「どちらとも
いえないjという判断保留ということになるが， ドイツ，ポルトガルの
調査結果に重きを置けば， r強く不同意である」に傾斜しているとの評
価が可能である。また，この質問に関しては先に指摘した世論の直接所
得支払いへの反発に対する農民の思惑が背後にあり， rどちらともいえ
ないJというような調査結果が出ているとも考えられる。
以上からみるかぎり，農民がボンド・スキ}ムに肯定的な評価をして
いるとは到底いえない。むしろ，農民は不安感を抱いているといえる。
これはすなわち，現行の直接所得支払いが改変され，打ち切られること
になれば，農民は確実な所得を得ることができず，収益性をも損なうと
の明確な認識をしていることを裏書きしている。とすれば，ボンド・ス
キ)ムのようなドラスティックな改革がなされた場合には，農民の経営
基盤が脅威にさらされ，その存立根拠が根底から揺るがされると想定さ
れる。そうなれば，そこから引き出される帰結は，農民の農業からの脱
落であり，農村社会の空洞化以外の何物でもないことになるのではなか
ろうか。先に挙げた欠落問題はスウインパンクとタンガーマンのどちら
かといえば楽観的な認識とは対極的にここでは現実味を帯びているので
ある。 Swinbankand Tranter (eds.) (2004)はこの点で内容的に精査
すれば相矛盾する論文を収録していることになる。
このように，ボンド・スキーム構想と農民の意識の聞にはなお大きな
隔たりがあり，あえて誇張していえば，相反する関係に立っていると 
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いっても差し支えなかろう。ボンド・スキームでは調査結果からみると
土地放棄と農村荒廃の可能性はこのうえなく高まるのである。
とはいえ，以上の項目から判断を下すだけでは不十分であろう。項目 
2 r私の意見ではCAPの下での政策の仕組みはうまく機能している j
では，調査結果はイギリス 3.17，ドイツ 3.84，ポルトガル3.29とひいき
目でみれば「どちらともいえないJとなるが ヨリ厳密にみると「機能
していないJとの認識に傾いていると考えられる。総じていえば，現行 
CAPに満足していない農民の姿が浮かび上がってくる。項目 3r現在
のアジ、エンダ2000体制は2006年後も継続される」ではイギリス 2.97; ド
イツ 2.51，ポルトガル2.80と大きくいえば「どちらともいえないJとなっ
ているが，やや「継続Jに肯定的な評価を下しているとみなすことが可
能である。現行CAPに満足はしていないが，大きな変化を望まない姿
勢が現れていると思われる。項目 4 r変化を求める圧力により現行制度
は改革される必要がある」では調査結果はイギリス 2.13，ドイツ 2.33，
ポルトガル2.42といずれも 2点台前半にあり，改革の必要性にはおおむ
ね同意しているようである。その点で項目 3とは微妙にずれる所がある。
その場合意識されている改革がどのようなものかは問題であり，改革の
具体的な中身が問われるものとなっているのがわかる。改革がボンド・
スキームに直結するとすれば，短絡的であろう。
これらの項目からみるかぎり，農民はあるべき直接所得支払いについ
て迷っている様子が窺える。むろん，現行支持体制の存続に傾斜しなが
らである。項目 1 r農業の将来は支持の持続にかかっている」では，調
査結果はイギリス 2.01 ドイツ 2.01 ポルトガル2.07と3つの国の聞に
ほとんどブレがなく 肯定的な意見が大勢を占めていることが理解され
る。この項目と 7の項目を合わせれば，直接所得支払いの段階的な廃止
に消極的であるとの立場が導き出される。こうして すべての項目にわ
たった農民の回答を総合判断してみると，現行CAP体制には満足して 
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いないものの，それに代わる選択肢を容易に見出しえない隆路に陥り，
いかなる面でも目新しい展望を見据えることができぬまま全体として不
安感を募らせている農民の雰囲気が伝わってくる。このような状況のな
かでもしボンド・スキームを実施に移したらどうなるのか。変化への圧
力を重々承知しつつも迷いを払拭できない以上，不安感が農民を覆い尽
くす可能性の方が大きいといえるのではなかろうか。その意味でも離農，
土地放棄，農村荒廃のリスクを取り払うことはできない。
以上の点と直接関連することであるが，農民のアンケート調査結果を
分析した論文は「全体として提案されたボンド・スキームに対する農民
の反応は時には解決が困難な場合もあるが，その実施の際には農場段階
において実際上の問題が生じるのは比較的に少ないことを示す貴重な証
拠を提供してくれると考える。政策立案者はCAP包括改革の一環とし
てボンド・スキームアプローチの採用をおそれるべきではないjと総括
する62)。このような総括は表 1をみるかぎり無理のあることがわかる。
表 lはアンケート調査の最初の部分に関する質問であることを考慮に入
れると，そもそもアンケート調査の入り口の所で不安感や迷い，あるい
は違和感をもっているのだから，農民がボンド・スキームに距離を置か
ざるをえないような問題が横たわっているとみるべきである。 
SPSへの改変がなされたので事態は大分流動的となったが，農民との
間での合意形成ないし支持調達が一つの関門であることは間違いない。
こうした状況をなおざりにして改革に踏み切った場合には欠落問題が発
生する可能性が大きいといえよう。これがボンド・スキームのデメリッ
トといえるものであり，事がそう単線的に運ばないと思われる所以であ
る。メリットは確かに計り知れないほど大きい。しかし，コインの片面
にあるデメリットに十分配慮しなければ，ボンド・スキーム構想は円滑 
62) Tranter，Costa，Knapp，Litle and Sottomayor (2004)，p. 145 (訳書， 202頁). 
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表2 新しい政策環境に適応するのに15年の移行期聞が十分かどうかという
質問に対する回答
回答者の割合(%)
イギリス ドイツ ポルトガル
あまりに長すぎる 6.3 12.4 
長すぎる 20.0 20.1 
十分である 59.1 44.4 44.3 
短すぎる 12.0 15.2 
あまりに短すぎる 2.6 7.9 
資料:Tranter，Costa，Knapp，Litle and Sottomayor (204)， (訳12 8. Table，142p.
書， 197頁，表8.12). 
には進まないことに注意を払う必要があろう。
ただし，ここには一筋縄ではいかない難問が控えている。それはこれ
までの議論を覆すことになるかもしれないがぜひとも指摘しておかな
ければならない論点である。表2をみてみよう。表2はボンド・スキー
ムに内在する15年の移行期間の是非を問う質問への回答であるが，その
回答において大きく分布しているのが15年で「十分であるjという項目
であり， i長すぎるjを含めて考えると大勢は15年の移行期間を十分か
十分すぎると判断している。「短すぎるJと「あまりに短すぎるJとす
る回答は圧倒的に少数派である。これはどういうことなのか。ここから
直接所得支払いの維持に固執しながらも ボンド・スキームの政策環境
の変化が出現すれば農民は15年の移行期間を与えられれば十分適応でき
ると認識しているといったこれまでの回答とは矛盾する事実が浮かび、上
がる。表2が示唆するのは，ボンド・スキームに対して評価が分かれる
という事態である。
この調査結果をどう理解するのか にわかに合理的な判定ができない
所であろう。先に指摘したボンド・スキーム論者によるボンド・スキー
ム導入に対する積極的な総括はここに有力な根拠を見出していると考え 
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られる。ボンド・スキームに関連して相矛盾する回答をおこなっている
点で農民の聞には一義的には規定し難い意見が存在することに留意しな
ければならない。それどころか，ボンド・スキームは農民を苦慮に追い
やる問題を提起しているとみなしてよいであろう。表 1への回答と合わ
せて考えれば，農民はこの質問に前向きに答えたとは必ずしもいえまい。
にもかかわらず，そのような選択を迫られれば考えられる意見を率直に
表明したと思ってよい。それはすでに論じたように，農民が直接所得支
払いに所得源を求める一方で 他方ではその情報公開に大いなるストレ
スを感じる二重の存在性を示しているからである。このような相容れな
い事態を安易に取り繕うことには禁欲的にならざるをえないが，さしあ
たり以上のような事情が推測される。とすれば，不安感や迷いを払拭し
えないでいるものの農民がボンド・スキームを政策選択肢のひとつとし
ては受け入れているうえに，それに向けて合意形成を図る素地が少なか
らず存在すると考えてあながち言い過ぎとはいえないであろう。いずれ
にせよ，ボンド・スキームがこのような問題点を提示している意味にお
いてそれは直接所得支払いのあり方を改めて農民に問いかけているとの
判断を下せるものと思われる。ポストSPSといったこれからの改革の推
移や農民の動向が大いに注目される所である。 
3.2.2 ポンド・スキームの裏住点
端的に言って，ボンド・スキームの弱点はCAPの第 2の柱である農
村開発政策，農業の多面的機能論との関係性が希薄であるという点にあ
る。そこで以下，この 2点に照準を絞って問題点を明らかにしてみたい。
筆者がEU穀物価格政策の経済分析を時系列的に辿った際に見出した
結論は1990年代の二度にわたる歴史的改変において価格政策が最低価格
支持制度一一政策価格の介入価格への一本化一ーに転じて価格変動防止
のセーフティ・ネット機能への純化傾向を深めていく一方でCAPの第 
2の柱である農村開発政策とリンクして空間的には政策的誘導の余地が 
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拡がりをみせているという点にあった63)。すなわち 価格政策が簡素化
して市場原理の活用にシフトすると同時に農村開発を促進して農地利用
再編対策といった地域農業の本格的再生を図る方途へと政策的に導かれ
ているということである。そこで筆者はこの到達点をみて穀物価格政策
が過剰問題の激化に促されて対症療法的改変からマクシャリー農政改革，
アジェンダ2000農政改革へと舵を切るなかでもはや自らの延命を模索す
る方向がほとんど限界に達して農村社会維持政策を展開するような空間
的政策と結びつくことになったと位置づけた。
しかし，ボンド・スキームはこのような結論とは相容れない。何故な
らそれは生産と土地から切り離されることによりそうした政策的誘導の
余地を断ち切っているからである。ボンド・スキームが農村開発政策と
関係を有するのはあくまでもCAPの第 1の柱に属する直接所得支払い
が一定期間のボンド支給に転化して①その漸滅的支払い，②ボンド支給
の時限的終了にもとづき第 2の柱である農村開発政策へと財政資金の移
転をなす点だけである。先に指摘したように， CARPEの新展開を説く
論者もそれが農村開発政策に新たに取って代わるものだとの積極的な提
案をするものの，結びにあたる最後の箇所において上に述べた財政資金
の捻出を主張するにとどまっている似)。これはボンド・スキームがその
ような接点しかもちえないことを端的に物語るものである。それでもボ
ンド支給の終了後にはCARPEの展開は財政的な裏づけをもって保証さ
れている。問題はボンド・スキーム実施の期間である。レトリックとし
てはCARPEへの移行期ですっきりしているが，それで事は済みそうも
ない。 15年から20年の移行期における農村開発政策の帰趨はその後の 
CARPEに決定的な影響をおよぼすと考えられるから，この問題は鋭く 
63)古内 (2006)，282-283頁。 
64) Costa，Cunha，Mendes and Sottomayor (2004). p. 90 (訳書， 127頁). 
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問われる。アジェンダ2000農政改革で本格化した農村開発政策を棚上げ
するわけにはいかない。そこで改めてこの期間の取り扱いが焦点問題化
してくる。 
CARPE論者はボンド・スキームをCARPEの暫時的な要素である「経
過的な調整援助J(transitional adjustment assistance) とみなし，永続
的な要素である市場安定 (marketstabilization)一一価格変動リスクを
最小限に抑える価格政策の徹底した簡素化を意味する一一，環境的，文
化的景観支払い (environmentaland cultural landscape payments)， 
農村開発刺激 (ruraldevelopment incentives) と関連するものではな
いと主張し65)，ボンド・スキームとCARPEの施策との聞に具体的な関
係がないことを明言している。これは上に述べたこととも符合する。な
お経過的な調整援助に関して付言しておけば， 1992年マクシャリー農政
改革が生み出した「永続的な補償援助」はここでは否定されることに注
目しなければならないであろう。 CARPEはそのような一時的措置を含
むものとして構想されたのである。その意味で，直接所得支払いを暫定
的な内容とする点でボンド・スキームと同じ土俵に立つ関係が窺える。
それにしても検討されるべき論点は残される。
いうまでもなく，農村開発政策は農村社会の維持に向けた農業再編政
策，その一環としての構造政策，社会政策，非農業分野を含めた地域政
策として多様な非価格政策との連携のうえに成り立っている。条件不利
地域対策のみならず， EU全体を網羅する包括的かつ統合的な農村開発
政策の推進が誼われている。アジェンダ2000農政改革がもたらした成果
はそれであった。しかるに ボンド・スキームはそれらの非価格政策と
は連動関係に立たない。ただ ボンド・スキームによって切り聞かれる
経営上の自由な意思決定が事業活動の多様化という経路を介して農業経 
65) Costa，Cunha，Mendes and Sottomayor (2004)，p. 88 (訳書， 124頁). 
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表 3 ポンド・スキームが完全実施されたら自分の農場の事業に何らかの多
様化を考えるかどうかの質問に対する回答
回答者の割合(%)
イギリス ドイツ ポルトガル
必ずする 8.1 12.3 5.5 
可能性が非常にある 15.2 15.4 12.5 
おそらく 44.3 19.0 34.8 
まずしない 27.2 18. 7 29.8 
絶対にしない 5.3 34.6 17.5 
資料:	Tranter，Costa，Knapp，Litle and Sottomayor (204)，p. 141，Table 8.11 (訳
書， 196頁，表8.11). 
営の多様化や非農業分野への進出を促すという点で農村開発を助長する
とされているだけである。そこでは予定調和的にポンド・スキームが苧
む動態的な動きにより農村社会の維持につながると想定されているにす
ぎない。それを裏づけるものとして表3をみてみよう。表3は仮にボン
ド・スキームが実施された場合の事業活動について尋ねた調査結果であ
るが，イギリスでは確かに多角化の可能性が大きいものの， ドイツとポ
ルトガルでは「多角化するjと「しないJがほぼ措抗している。すなわ
ち，意見が真っ向から分かれている帰結として「どちらともいえないJ
との結論にならざるをえず，多角化の動きには不確かな面が存在するの
である。非農業的な活動を含めて農村開発に直ちにつながらないという
点で非価格政策としてのボンド・スキームの力量が問われるわけだが，
その意味でボンド・スキームには欠落問題の可能性があり，想定と正反
対の事態が生じる蓋然性があることは先に指摘したとおりである。
確かにボンド・スキームのメリットを検討した所で明らかになったよ
うに，それが農業経営におよぼすプラスの効果は大きい。しかし，その
ことは先にも指摘したとおり コインの片面を表すものでしかない。と
すれば，多様な非価格政策の効率的編成で支えられる農村開発政策とボ 
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ンド・スキームという非価格政策との関係はどうあるべきなのかについ
て明確な位置関係を示さねばならないであろう。ボンド・スキームとは
別個に存在するとしただけでは不十分ではなかろうか。つまり，外部化
として設定するだけでは済まない問題があるわけである。かつてのタン
ガーマンのボンド・スキーム提案の当時には農村開発政策がまだ一本立
ちしていなかったからそこにこの要因が含まれないのはやむをえなかっ
たとしても，現在はそれでは通用しない。アジェンダ2000農政改革によ
りEU共通農村政策である農村開発政策はCAPの柱のひとつとして政策
体系にがっちりと組み込まれたからである。それはボンド・スキームが
自身の有する市場指向性の徹底という内在的ロジックの産物として農村
社会の多様性に帰着するものだといった突き放した見方で済むかどうか
の問題にほかならない。
残念ながら，ボンド・スキーム構想にこうした政策的誘導とどう関わ
るのかを見出すのは困難である。 1990年代の歴史的な農政改革が切り開
いた方向を一度ご破算にして予定調和的な農村開発の自動的促進という
内在的ロジックに委ねるので十分なのかどうかは不明瞭である。しかし，
ボンド・スキーム論者には農村開発政策を内容拡充してCARPEへと転
換すべきだとの立場に立つ者が実際に存在する。そうすると，移行期を
も含めてやはり両者の関係性が改めて問われることになる。それへの回
答はボンド・スキーム論者の誰からも発せられないのが現状である。こ
れはそうした問題に無自覚であるのか，あるいはまた，十分に突き詰め
て検:討されていないかのどちらかであろう。
表4は農業政策の選択に関する調査結果であるが，それによれば項目 
4 rすべての部門はボンド支持に転換されるべきであるJではイギリス 
2.95， ドイツ3.18，ポルトガル2.77であり，若干の温度差はあるものの，
「どちらともいえないJが大勢である。項目 2 r農民への支払いは農場
の規模にもとづき減額調整されるべきであるJではイギリス2.65，ドイ 
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表4 農業政策の選択肢に関する回答者の見解
全体の平均値
イギリス ドイツ ポルトガル
1.農業支持は環境便益と結びつけられるべ 
きである 
2.農民への支払いは農場の規模にもとづき 
減額調整されるべきである 
3.農民への支払いは地域的な条件不利と関 
連づけられるべきである 
4.すべての部門(牛乳と砂糖を含む)はボ 
ンド支持に転換されるべきである 
5.提案されたボンド・スキームで節約され
たものは環境スキームに向けられるべきで 
ある
2.80 
2.65 
2.23 
2.95 
2.97 
2.76 
2.36 
1.93 
3.18 
3.05 
2.22 
1.73 
1.79 
2.77 
2.40 
資料:Tranter，Costa，Knapp，Litle and Sottomayor (204)，p. 143. Table 8.14 (訳
書， 200頁，表8.14).
注:順位尺度の配点:1 =‘強く同意する" 5 =‘強く不同意である'
ツ2.36，ポルトガル1.73となっており， 3つの国の間でブレがみられる
が，総じて肯定的である。これは前にも指摘した「分配の公平性Jに沿っ
た回答であり，モジ、ユレーションの実施について農民の合意が形成され
ていることを物語っている。 SPSに随伴したモジュレーションの推進に
は異存がないようである。項目 3 I農民への支払いは地域的な条件不利
に関連づけられるべきである」の調査結果は，イギリス2.23，ドイツ 
1.93，ポルトガル1.79となっており， 3つの国とも「強く同意するjに
大きく傾斜している。条件不利地域対策としての地域開発政策は欠かせ
ないのである。その意味で農村開発政策は政策的誘導の枠組みとして信
認されていることになる。ただし，項目 5 I提案されたボンド・スキー
ムで節約されたものは環境スキームに向けられるべきであるjではポル
トガルが2.40と同意に傾いてはいるものの，イギリス2.97， ドイツ3.05
と「どちらともいえないJとの結果となっており，必ずしも環境保全効 
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果だけが重視されているわけではないことに注意を払う必要があろう。
これは項目 1r農業支持は環境便益と結びつけられるべきであるjの調
査結果とも大いに符合する。
以上の問題と直接に関連して農業の多機能性 (multifunctionality)に
関しても同じ問いかけがなされなければならない。 EUが農村開発政策
を推し進める際のキー・ワードは「ヨーロッパ農業モデルjであるが，
その場合に意図されているのは環境保全，食糧の安全性と確保，余暇空
間，文化継承，景観維持といった市場価値では計り切れぬ財・サービス
機能である。ボンド・スキームではこれらのどちらかといえば外部経済
効果により生み出される「公共財jをいかにして充足させていくのかは
明らかではない。これもボンド・スキームが内在化させている企業家的
な潜在能力の全開によって自然に果たされるとでも主張するのであろう
か。この多機能性に関しては最も政策的誘導が効果を発揮する所である。
それも農村開発政策と同様に断ち切らざるをえないとして処理するので
あろうか。このように， rヨーロッパ農業の多機能的特徴を維持するメ
カニズムを見出すことが重要であるjとボンド・スキーム論者から指摘
される6)が，多機能性とボンド・スキームとの間にある観離は容易に埋
め切れないのである。
ごく最近の事例を出してもう少し問いかけてみよう。 SPSでは土地か
らのデカップリングはなされずに逆に義務的クロス・コンブライアンス
が新たなコンデイショナル性として登場してきた。そのねらいとする点
はまさに多機能性の追求である。人為的な政策誘導の枠組みを設定して
多機能性を実現しようとするのが義務的クロス・コンブライアンスにほ
かならない。その点で、はSPSは政策的整合性を保った制度なのである。
しかし，ボンド・スキーム論者はすべてがすべてこのスキームの下では 
66) Cunha (2004)，p.165 (訳書， 229頁). 
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二重のデカップリングがなされるので，クロス・コンブライアンスが存
立する余地はないと主張する。それでは一体どのようなメカニズ、ムで義
務的クロス・コンブライアンスにより何とか実現の運びとなっている多
機能性を保証するのか。ここでも走るべき方向がまるで、180度違ってい
るので，多機能性が生かされる制度の工夫はみえてこないのである。む
ろん，ここにはメリットもある。多機能性を政策的に強調することは対
外的には新たな農業保護の変形形態であるとの非難がなされてきた。多
機能フレンズ国の間では国際的な合意をみているものの，政策的誘導の
枠組みにあるかぎり，こうした非難が絶えることはない。多機能性はこ
のように農業保護への万能薬というわけではないが，ボンド・スキーム
の下でそれが達成された場合には国際的な非難を呼び起こす余地はない。
政策的誘導とは無縁な所で達成されたにすぎないからである。
それにしてもいままでの問いかけにより理解されるように，ボンド・
スキームと農村開発政策，多機能性との関係はいまだ不分明でしかない。
後者が前提としている政策的誘導はボンド・スキームからは出てこない。
完全なデカップリングである以上当然である。では後者の政策体系はど
のように位置づけられることになるのか。これが新たな非価格政策とし
てのボンド・スキームに残された宿題であり，現在の脈絡で言えば，重
大な弱点をなしているのである。 
3.3 現段階におけるボンド・スキームの評価と意義 
3.3.1 2008/09年度のCAP健康診断 (HealthCheck)をめぐって 
2005年12月の欧州理事会において2007一 2013年の財政見通しに関する
論議が展開された。そこで2012年までCAPの第 1の柱に関する予算が
維持されることが合意されたが，その際すべてのEUの支出政策および
財政規模・構造に関して2008/09年度に見直しを図るという条件がつけ
られた67)。農政改革に直結する点でいわゆる中間見直し条項であり，こ 
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れについては先に指摘した。財政規律問題はEU統合の東方拡大を背景
にして混迷の度を深めていた。それだけに中間見直しにも混迷を解消す
るメスが入れられねばならなかったわけである。欧州委員会農業・農村
開発担当委員ボエル (MariannFischer Boel)は2007年 1月4日イギリ
スで開催されたオックスフォード農業会議における iEU農業の将来像
とイギリス農業にとっての好機Jと題する講演のなかでこれらの見直し
に着手する手筈について述べ， 2013年までの時期とそれ以降の時期の双
方にわたってCAPの広範囲な内容についての合意を得るべきだとの認
識を示した。つまりは2013年以降の長期的な展望を見据えた農政改革の
全体的な傭撒が意図されているわけである。
そこでボエルはこの手筈の始まりに言及する際，それを健康診断と形
容した。あえて中間見直しという言葉を用いなかった点は前任者フイ
シュラーとの違いを際立たせると同時に彼女の追加的改革への意欲が高
いことを窺わせるものであるが要するにそこで直接的なねらいとされ
ているのはフイシュラー農政改革に関する中間見直しであり，それが円
滑に運営されているのか また積み残しされた課題をどのように処理し
ていくかということである。とくに後者の問題が大きい。根本的改革と
いうわけではないが，補足的改革が意識されている。それが健康診断と
いうユニークな言葉で表現された。かつての中間見直しのように大げさ
なものではないというニュアンスがこめられているが，積み残しされて
いる課題からみれば相当な改革案ということになろう。
この点で2008/09年度に実施されるEU予算の見直しはアグラ・ユー
ロップ (AgraEurope)によれば，さらなる実質的な改革の手段を提供
するとし，フイシュラー改革との関係でいえば，アジェンダ2000農政改
革の不満足な結果一一先に指摘したシラク大統領の強力な巻き返しによ 
67)以下の叙述については， Buckwell (2007)，pp. 13-18を参照のこと。 
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る欧州委員会提案の実質的撤回一一と2003年の中間見直しの関係との類
似性があるとみなされている68)。もっともフィシュラー農政改革はすで
に述べたように大きな前進であったからその指摘はかなり割りヲ|いて考
えられねばならないが，重大な示唆を与えてくれるものである。その類
似性に引き寄せて推察すれば フイシュラー農政改革から引き継がれて
きた宿題を片づける補足的改革が明瞭に意図されていることになる。こ
の点では，健康診断をこれまでの政策からの変化とみるよりは単なる技
術的作業 (technicalexercise)や微調整 (fine-tuning) とみなす69)位置
づけには一義的には否定しえない側面があるものの，やはり無理がある
といえよう。
健康診断の大きな輪郭は主たるものとしては次の 3点である。すなわ
ち，第 1に，農産物共通市場組織 (CommonMarket Organisation，通
称CMO)のあり方，第 2に， SPSの調和化 (harmonization)，第 3に， 
CAPの第 lの柱と第 2の柱の釣り合い一一どちらに重心を置くか一一
の問題の 3つである。それでは逐次それらを概観していこう。
第 lの農産物共通市場組織のあり方については簡単にいえば，さしあ
たり価格政策の簡素化ないしスリム化が方向づけられている。すなわち，
農産物支持の簡素化と縮小 (simplificationand downscaling)が主眼な
のである。マクシャリー農政改革後価格政策は漸次簡素化へ向けた改変
を受けてきたが，今回の健康診断において見直しがなされ，価格政策の 
68) Harvey (2005a)，p.23. 
69)技術的作業とは「ヨーロッパ農業モデル」に関連してなされたフィンランド
農相コルキーオヤ (JuhaKorkeaoja)の主張である。 Korkeaoja(2006)，p.6. 
健康診断に極力改革的性格を与えまいとする意図が窺える。欧州委員会は「微
調整」という表現を用いているが，これも同様の趣旨からである。 European 
Commission (2007)，p. 2.いずれも補足的改革を行政技術的な問題として処
理していこうとする意向が現れていると考えられる。位置づけに無理はある
ものの，かえって実務的な処理で円滑に事を運ぼうとする補足的改革積み増
しへの意欲が読み取れよう。 
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市場指向性が強化される。たとえば，そこで挙げられているのはドーハ
開発アジェンダのWTO交渉における農業輸出補助金の撤廃である。そ
れが意味するのは政策価格の世界市場価格への可能なかぎりの接近であ
ろう。とすれば，価格政策の簡素化というスローガンの下に価格政策の
セーフテイ・ネット機能への特化が目指されていることになる。先の脈
絡につなげていえば，財政的な制約をも受けつつ価格政策の大きな衣替
えが実施に移され，それが対外的には輸出補助金の撤廃につながると想
定されているのである。したがって，価格政策の簡素化がクリアすべき
課題として真正面から掲げられた点は大いに評価されてしかるべきこと
である。今回の見直しが着実に実行されれば輸出補助金はドーハ開発
アジェンダではマイナーな役割しかもちえないであろうという。
第 lの点に付随して強調されるのは 生産制限手段の撤廃である。そ
れはたとえば，穀物，油糧種子，蛋白質作物に適用されているセット・
アサイド措置，牛乳部門のクォータ制度である。欧州委員会はこれら直
接的な供給制限策が健康診断の主たる議題になると示唆している。この
事実は重大であり，特別な注意を払う必要がある。 SPSの改変は「企業
家的な潜在能力jの発揮を示しているが，それが意味するのは実はこう
した直接的な供給制限策の解除である。クォータ制度の廃止は2014/15
年度と予定されているから，今回の健康診断ではその廃止に向けて過剰
問題に配慮しつつソフト・ランデイング的解決を図るかどうかが問われ
る。したがって，クォータ比率の適切な段階的引き上げが当面の課題と
なろう。むろんここには2003年農政改革に連動した介入価格大幅引き下
げと介入数量制限がある。だがそれにしてもヨリ重要なのがセット・ア
サイド措置の処遇である。アジェンダ2000農政改革にしろ，ブイシュ
ラー農政改革にしろ，初発の意図としてはデカップリングの進捗に対応
してセット・アサイド措置の整理・排除があったわけである。今日に至
るもなおセット・アサイド比率ゼロで揺れている問題一一たとえば，巨大 
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州委員会は2008/09年度に穀物需給逼迫と市場価格の高騰を受けて再度
セット・アサイド比率ゼロの方針を打ち出している一ーと相侯ってその
積み残しされた交通整理がようやく始まろうとしている。これはまさし
くフィシユラーからボエルに手渡された宿題にほかならない。この点で
は農民もセット・アサイド措置にまつわる規制・制約の解除を歓迎する
だろうとの予測がなされている。 SPSではその存続が容認されたが，そ
の存否が決定的に問われる局面が訪れようとしているわけである。
そこで第 2の点に関するSPSの調和化とも関連することだが，この直
接的な供給制限策の撤廃はSPSで許容された部分的デカップリング全体
の存続と結びつく。欧州委員会は健康診断の際の提案では部分的デカッ
プリングが廃止されるべきだとの考えに立っている。具体的にいかなる
範囲で検討され，どのような解決策が提示されるか，なお予測がつきか
ねる問題ではあるが SPSを実際以上に強く縛っている制約要因が排除
されようとしていることは確実である。そこにSPSの純化，すなわち，
スウインパンクとタンガーマンが挙げたボンド・スキームの構成要素①，
②に対応する改変がおこなわれようとしている。事柄の性質上，そのよ
うな方向が模索されなければおかしい。そうしたことに文字どおり着手
されれば，健康診断とはいえ，それはまさに画期的な改変になりうると
いってよい。それだけに実現する見通しについては予断を許さない。こ
れがわざわざ議論の余地のあるものだと位置づけられているのはある意
味で当然のことといわねばならない。この点からいっても健康診断は技
術的作業や微調整では済まないのである。
ところで議論の余地あることといえば，第 2の点に関して挙げられて
いるSPSの支払い方式の統合化が重要である。欧州委員会は歴史的な基
盤に立つ支払い (Historic-basedPayments)から地域的な平均支払い 
(Regional Average Payments)への転換を図るべきだとの提案をおこ
なうはずである。地域平均支払いは重要な再分配を含むと判断されてい 
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る。分配の公平性の観点が織り込まれているといってよいであろう。そ
れとの関連でSFPの上限も今回の健康診断の議題になることはSFPに厳
しいタガをかける意味合いもあって留意されるべきであろう。さらに 
SPSが採り入れられてから共通政策は危険なまでに一固化回帰への途を
歩んでいるとの懸念が表明されているが これもまた加盟各国の裁量性
に委ねられた部分的デカップリングに起因する問題である。それゆえ部
分的デカップリングの去就がなおさら注目される所なのである。
第3の点に関しては CAPの第 1の柱から市場の失敗を是正するた
めに農村開発政策や農業環境政策における施策への移行が焦点問題と
なっており，アジ、エンダ2000農政改革，フィシュラー農政改革において
この転換に着手されたが，それが限定的な成功にとどまっているという
のが大方の理解である。 CAPの釣り合いとはまさにこの第2の柱に重
心を移すことにあると考えられており，これは健康診断の一環として具
体化される「さらなる義務的モジ、ユレーションJ(further compulsory 
modulation)により実現できるものと展望されている。これはまた，分
配の公平性に相通じる施策である。 CAPの第 2の柱がヨリ重要視され
ることとの関係で付け加えれば，今回の健康診断ではクロス・コンブラ
イアンスの質を見直すことおよび条件不利地域といわれるものへの支持
の正当化が議題となっていることが指摘されている。とりわけクロス・
コンブライアンスは持続的な農業環境の目的を果たすために効果的と位
置づけられていることからみて その見直じは重大視されていることに
なる。クロス・コンブライアンスは2003年農政改革の基軸的要素(akey 
element) と位置づけられているのである70)。
なお，CAPの第 2の柱である農村開発政策に関する直近の論争に触 
70) Commission moves to improve Cross Compliance system (29/03/2007)， 
http:// ec.europa.eu.int/ agriculture. 
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れておく。ハーベイはSFPが農村開発の維持と配慮にもとづき正当化さ
れているとしながら CAP予算が指令的で100%EU予算により賄われ
ている唯一のヨーロッパ政策になっていることを挙げて，それを廃れた
アナクロニズ、ム (an obsolete anachronism)でしかないと指摘する。
そして彼はEU予算支出と各国裁量の予算支出から成る共同財政 (cofi-
nancing)への改革を主張し， CAP財政をEUの他のプログラムと同列
に置くことを提案する71)。これに対して アクリルとケイはハーベイの
議論では農村開発支出が忘れられていると批判する。すなわち，共同財
政では加盟各国の裁量性が格段に働く分権構造になるから，共通農村政
策である農村開発政策がなおざりにされるとするわけである。彼らによ
れば，モジ、ユレーションはむろんのことSFPでさえも環境的・持続的な
農村の成果に効果的であるという 72)。すべてが農村開発政策に収飲する
との認識が示されている。ハーベイはアクリルとケイへの反論において 
CAPの漸進的な改革がCAPの第 1の柱と第 2の柱の釣り合いに関して
穏健な改革につながってきたとし，多かれ少なかれ急進的な変化が望ま
しいか，あるいはまた，それが不可避であると述べている73)。その議論
の延長線上にボンド・スキームのような抜本的改革が想定されるとする
のは読み込みすぎであろっか。筆者にはハーベイの反論の帰着する所は
ボンド・スキームのょっな改革だと思われるのである。それはたとえば
モジュレーションの強化にもつながるはずである。
以上のように，財政規律問題に促されてフィシュラー農政改革の根幹
部分に関わる補足的な改革が今回の健康診断で意図されているのであり，
それは2009年に提案され 2010年には運用されるとのスケジュールと
なっている。いずれも決着が容易につかない問題であるので，見通しは 
71) Harvey (2005a)，p. 26 
72) Ackrill and Kay (2005)，p. 20 
73) Harvey (2005b)，p. 20. 
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必ずしも明るいものとはいえまいが，健康診断という名の中間見直しに
再度着手されたことはCAPのあり方が煮詰まっていると捉えたい。ボ
ンド・スキーム構想に照らしていうならば，これらの補足的な改革はそ
の構想にさらに一歩近づくものとなる。そこに健康診断の意義を見出す
ことは可能であろう。ボンド・スキーム論者の意見を聞きたい所である。
あえて推測すると， SPSの内容整備ないし強化という点に補足的改革の
核心があるから恐らくスウインパンクとタンガーマンは自らの立論の①
と②の構成要素の充実に向かうとの判断を下すであろう。ただし，クロ
ス・コンブライアンスの強化に関しては③の構成要素の実現が容易では
ないとの認識を提示するはずである。反面 セット・アサイド措置の撤
廃は前向きに評価すべき材料であり，総合的に判断すれば，煮詰まりつ
つあるとの手ごたえを感じつつもなお「道半ばJという位置づけを与え
るかもしれない。 
2007年11月20日に欧州委員会は健康診断に関する提案をおこなった。
欧州委員会はそこでCAPの合理化と現代化の見取り図を提示するとし
たうえで，健康診断が2003年改革で開始されたアプローチにもとづいて 
2003年以降積み上げられた経験に立脚しながら政策運営されているあり
様を改善し， 2007年 1月 1日に27ヵ国になった新たな試練にCAPを適
応させるものだと述べ 政策的な見直しを一層推し進めるための完壁な
機会 (aperfect opportunity)を表していると力説すると同時に①直接
援助システムをいかにヨリ効果的にし，簡素化するのか，② 6ヵ国に起
源をもっ市場支持手段を現在の統合環境とどのように関連づけるのか，
③気候変動からバイオ燃料，水資源の管理，生物多様性の保全に至る新
しい試練にどのように取り組むのか，といった 3つの問いかけを発し
た74)。
ねらいとされているのはこれまで述べた内容のとおり 2003年改革で複
雑さを増した問題を修正することであるが とくに強調されているのは 
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大規模農場階層の援助削減 規模別に応じて逓増する削減幅の設定一
であり，水資源や気候変動の新たな基準に関するクロス・コンブライ
アンスの見直しのほか，義務的モジ、ユレーションの2013年までの13%へ
の段階的引き上げである75)。この内容に対しイギリスの全国農業者連盟 
(National Farmers' Union)はあまりに急進的であるとし，健康診断
におけるこの野心的計画の緩和を要請している76)。なお，今後のスケ
ジ、ユールについては今回の提案後6ヵ月の諮問期間を経て2008年春に立
法的な提案をおこない一一5月20日実施-.2008年末には農相理事会
合意をみてそれが直ちに発効されうることを期待されている。実施スケ
ジュールがやや前倒しになっていることが理解される。 
3.3.2 ボンド・スキームの評価と意義
これまでボンド・スキーム構想の内容，特徴，そして政策的な位置関
係といった点から多角的な検討をおこなってきた。本項ではそうした一
連の検討を踏まえてボンド・スキームの評価と意義を論じていきたい。
ボンド・スキームは一定期間後の廃止を前提とした直接所得支払い制
度の一形態である。と同時にそれは生産と土地からの切り離しをおこな
う完全なデカップリング政策である意味でユニークな直接所得支払い制
度である。タンガーマンのボンド・スキーム提案はCAPが穀物価格政
策を中心に過剰問題をめぐって繰り返される対症療法的な改変の最終局
面においてなされた。マクシャリー農政改革の直前であるとはいえ，こ
のような内容をもっ提案がほとんどの政策立案者に新奇性と急進性を 
74) EU CAP “Health Check" (November 27，2007)，http://www.farmpolicy. 
com/ ? p =548. 
75) EU reveals its CAP ‘health check' (November 20，2007)，http://www.farm-
ersguardian. com/ story.asp? sectioncode = 1&story code = 14525. 
76) EU reveals its CAP ‘health check' (November 20，2007)，http://www.farm-
ersguardian. com/ story.asp ? sectioncode= 1& storycode= 14525，“Health 
Check" of the Common Agricultural Policy-Fit for new opportunities， 
http:// ec.europa.eu.int/ agriculture. 
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もって受け止められ，彼らに大きな違和感を抱かせるものであったこと
は間違いない。マクシャリー農政改革により間接所得補償から直接所得
補償への歴史的な改変に着手され，直接所得支払いは「永続的な補償援
助jとして制度化された。「永続的な補償援助」という点ではボンド・
スキームは決定的にシステムを異にするが，直接所得支払いという点で
は両者は共通の土俵に立つことになった。そうした共通性を有する直接
所得支払いが制度化された。ボンド・スキーム論者がマクシャリー農政
改革の画期性を強調する理由はここにある。構想の段階にとどまってい
ることと制度化では天と地ほどの隔たりがあるからである。その意味で
ボンド・スキームは実現可能な政策選択肢としての一歩を踏み出す手が
かりを得ることができたのである。直接所得支払いの共通性と急進性に
着目することがボンド・スキームを考えるうえで重要なことはいうまで
もない。
マクシャリー農政改革後，価格政策の簡素化，財政規律の問題， 
WTO農業交渉の推移，直接所得支払いの存否の是非といった要因によ
りデカップリングの内容と定義が流動的となり 内容整備に向けてその
深まりをみせるにつれて，漸進的に直接所得支払いをめぐる環境も変化
していって，ボンド・スキームの当初の奇抜性が後退し，その急進性に
対する違和感が弱まっていった。まさしく，デカップリングの内容の深
まりに対応してEU農政改革をめぐるパッチワーク・プラグマテイズム
が展開されることになり，事態はボンド・スキームに次第に近づくよう
になっていった。こうしたなかでスウインバンクとタンガーマンの主張
に端的に示されるように，ボンド・スキーム論者はそうした現実に適合
的な提案をし，急進的な内容を把持しつつ，漸進的な改革といえる側面
を自らの所説に盛り込ませるに至った。
そうした状況の最中に実施に移されたのが2003年のフイシュラー農政
改革であった。すでに述べたとおり， SPSはフィシュラー農政改革の象 
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徴的な存在となった。 SPSはボンド・スキーム論者にとってボンド・ス
キームへと転換する現実的な第一歩と位置づけられたのである。実際， 
SPSは複雑な内容を苧みながら，生産からのデカップリングを図るとい
う意味で画期的な改変であった。それはまさにEUの漸進的な改革の結
晶ともいうべきものであった。共通性のうえに立った急進性が生かされ
る余地がはるかに拡がった。ボンド・スキーム論者がSPSを「全面的にJ
評価する所以である 77)0 EUパッチワーク・プラグマテイズムとボン
ド・スキーム提案が合流する土台作りがなされたといって差し支えない
からである。
こうして，マクシャリー農政改革，アジ、エンダ2000農政改革，そして
フイシュラー農政改革といった一連の大改変により農政改革の中身が大
いに流動的となり，政策選択肢としてのボンド・スキームは認知度を高
めていく。それを強く促したのはやはり CAP財政問題と WTO農業交
渉である。前者はEU統合の東方拡大に随伴する問題であり，後者はEU
への攻勢を強めるアメリカや伝統的な農産物輸出国に柔軟に対応するス
タンス作りの問題であった。そこで前者は財政規律の維持，後者は「ブ
ルー・ボックスJから「グリーン・ボックス j入りへの転換という具体
的な方針として主張されてくるようになった。 SPSとそれに連動するモ
ジュレーションはこれら二つの問題への対応にほかならなかった。抑制
的な財政アプローチとデカップリングの内容充実の問題がそこには横た
わっている。だが SPSでもそれへの対応にはなお限界が画されている 
77) SPSは旧来の部分的デカップリングを内部に存続させているから，全面的とは
いってもそこには留保されるべき点があるとしなければならない。そこで括
弧っきの表現となった。健康診断による補足的改革が準備されているが，果
たして牛・羊飼養に関わる SPSの制約にまでその範囲がおよぶかどうかが注目
される所である。現時点ではそこまで着手されないようであるものの，補足
的改革の性格上見直しは不可避となる。この点は本論のなかで指摘したとお
りである。 
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ことは千子論ー のなかでt旨摘:してきたとおりである。ボンド・スキームは 
1990年に考えられるべき政策選択肢として表舞台に登場してきた時以来
一貫して有している内容からそれらの問題に抜本的に応えるものである。
現時点に至るもなおボンド・スキームの先進性と卓抜性はやはり際立つ
といってよい。ここにポンド・スキームを正当に評価しなければならな
い理由がある。先に指摘した急進性の強みである。
ボンド・スキームの強みはまた，効率性と分配の公平性の観点を貫け
る点にある。市場指向性ということが鋭く問われる現在，それに正面か
ら応えられるのがボンド・スキームであり 価格政策に付きまとってい
た旧来の弊害を抜本的に是正するのがボンド・スキームだからである。
農村社会の多様な開発と多機能性が叫ばれる今日，ボンド・スキームは
農民の自立的な事業活動を促進することによりその課題をクリアできる
大きな可能性を有している。担い手あってこその農村社会であり，農業
である。ボンド・スキームには農民が市場条件に受け身になるだけの存
在に甘んじることなく，市場条件に積極的に適応しうる農民へと転換さ
せる誘因力が確かにある。そこにボンド・スキームがなおさら評価され
るべき根拠がある。
むろん，これまでの説明のなかで述べたように，ボンド・スキームに
は急進性ゆえの弱みがある。生産と土地からの二重のデカップリングで
ある意味でCAPの大きな柱として登場してきた農村開発政策や多機能
性の向上といった政策的な誘導の枠組みとは相容れない関係にあって，
これらの政策の聞に接点を見出しえないという問題がそれである。ボン
ド・スキームは疑いなく予定調和的な自助主義的想定に立っているので，
もっぱらボンド・スキームの有する内在的なロジックが農村社会の多様
性に帰着するとの楽観的な見通しを前提にしている。たとえば，義務的
クロス・コンブライアンスが一例であるが SPSで登場したこの新たな
コンデイショナル性は多様d性の実現に向かった政策的枠組みそのものに 
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ほかならない。それはまさしく価格政策が市場原理の活用を基本線にす
ることになった一方で，空間的には政策誘導の余地の拡大を不可避にし
ていることの端的な証しである。ボンド・スキームはこの義務的クロ
ス・コンブライアンスの存立条件を奪い それを成り立たなくさせる。
走るべき方向が180度異なるわけである。農業の本格的再編をも含む農
村社会の維持に向けて農村開発政策は必要不可欠である。
ボンド・スキームはこの政策とどのような連関を構築しえるのか，そ
れがはなはだ暖味なままにとどまっている。というよりむしろ，ボン
ド・スキームはそうした政策との関係を断ち切ることに存在根拠を有す
るとしか思えない。その意味でボンド・スキームはある種の危うさを苧
んでいる。これが弱点といわれるものの中身である。ボンド・スキーム
の強みは確かにこうした弱点を補って余りあるほど大きいかもしれないo 
WTO農業交渉での実利はそうした事例のひとつである。そうだとして
も，コインの片面にある急進性ゆえのこの弱みに注目しなければ，ボン
ド・スキームを正当に評価することにはなりえないであろう。 CARPE
論者のように楽観的にはなりえないのである。
以上の議論を押さえたうえで最後にボンド・スキームの意義に言及す
ることにしよう。ボンド・スキームは過去との連続性を一挙に断つ急進
的な改革であるのか あるいはCAPの1990年代初め以降における漸進
的な改革の論理的進化ないし論理的帰結なのかといった問題がそれに関
連する。 Swinbankand Tranter (eds.) (2004)はこの点で相異なる見
解を並存させていた。この編著を書評したグラントはこの編著のなかで
二つの見解が緊張関係を形作っていると指摘した花)。これはCAP改革が
幾つかの要因が重なり合った経路依存 (pathdependency)の所産とみ
なすKay(2003)の問題提起にも相通じる論点である。この論点に対す 
78) Grant (2005)，p. 296. 
146 (482) 
千葉大学経済研究第23巻第 3号 (208年12月)
る筆者の位置づけはこれまでの叙述から容易に了解されるように，論理
的進化説である。すなわち，マクシャリー農政改革が切り開いた直接所
得支払いの制度化の延長線上に先に指摘した重大な衝迫要因が重層的に
絡まり合った結果の総体として農政改革自体が漸次的に しかし，あ
る意味においてテンポを速めながら一一ボンド・スキームの急進的内容
に近づいていっているといっ立場である。共通性と急進性が重なる所が
ボンド・スキームにほかならない。それは何度も主張するように， EU 
パッチワーク・プラグマテイズムの所産である。過去との断絶ではなく，
連続的な改革の先に展望されるのがボンド・スキームなのである。
もちろん現在でもボンド・スキームはなお展望されるものでしかない。
しかし，その認知度は2000年代に入って1990年代よりはるかに高くなっ
ている。 Garzon(2006)も直接所得支払いの正当性がますます疑念に
さらされる状況を指摘しながら，二重のデカップリングとしてのボン
ド・スキームに1主目している79)。それゆえボンド・スキームにかつての
違和感を見出すのは今日難しい。事態はますますボンド・スキームの方
向に向かいつつある。 2008/09年度CAP健康診断による中間見直しの動
きにおいてもそれは明らかである。もはやボンド・スキームを有効な政
策選択肢から除外することはできないというのが現状であろう。そこに
現段階におけるボンド・スキームの一つの到達点をみることは可能であ
るし，根本的改革としてそれが採用されるかどうかの政治の選択として
の困難が高いハードルとして横たわっているとはいえ，ボンド・スキー
ムの今日的意義はそこにあるといって間違いないと考える。
おわりに-総括と展望
ボンド・スキームは連続的に展開されるCAPの歴史的改変の下でユ 
79) Garzon (2006)，p. 165. 
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ニークな生成と発展を遂げてきた。それはまずマクシャリー農政改革の
前夜にその改革に先駆けてCAPの価格支持システムを抜本的に再編す
るものとして提案された。それは直接所得支払い制度の一種であり，通
底する係脈のところではマクシャリー農政改革で実現をみた直接所得補
償と連動する政策システムであった。反面，一定期間を経て直接所得支
払いが廃止されるという点でマクシャリー農政改革下の直接所得支払い
とまったく異なる性質をもち 生産と土地から切り離されるという点で
デカップリングとしても先進的な内容を有していたから，基本的には急
進的な性格を帯びていた。そのために巧妙な制度的工夫を内在化させて
いたにもかかわらず，ボンド・スキームは奇抜性が際立ち，当初受け入
れられる状況ではなかった。
その点でボンド・スキームは当時において政策立案者にとってまさし
く外生的なショックと受け止められる構想であった。それだけにかえっ
て「永続的な補償援助jとしての直接所得支払いの導入に関する内生的
変容への期待があまりに大きく これが一身に脚光を浴びることになっ
たのである。その意味では「永続的な補償援助Jを打ち出したEC委員
会提案への対案として出されたデンマークのボンド・スキーム案が限定
的な支持を受けただけで真剣な議論の対象とはならず，採択されるに至
らなかったのは至極当然のことであった。永続的とはいえ，直接所得支
払いが導入された事実への自足感が全体としてEC委員会，農相理事会，
そして欧州理事会を覆っており，それ以上に急進的な内容へと歩みを進
めることは余計なものでしかなかったのである。それにもかかわらず，
ボンド・スキームの登場自体はCAPが大きな歴史的転換期に入ってい
ることを端的に象徴するものであったといえよう。
しかし，その後に対内的，対外的要因に促されてデカップリングの定
義が流動的となり その厳格化が進むなかで直接所得支払いの受給環境
も厳しくなっていき，その根拠づけに対する疑念が強く出されてきた。 
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こうして，直接所得支払いに対する見通しは1990年代末に一挙に暗くな
り， 2002年 7月の欧州委員会提案とそれに続く 2003年 6月のフイシュ
ラー改革において改変の運びとなる。直接所得支払いには確実な変化が
訪れていた。 2003年農政改革におけるSPSの導入はその新たな里程標と
なった。生産からのデカップリングを意味し，そのうえでの固定された
支払いを内容とするSPSはデカップリングをCAPおよびEUの歴史の脈
絡で新たな次元に押し上げる画期的な改変となり，格段にボンド・ス
キームの内容に迫るものとなった。 SPSは直接所得支払い問題に対する
ソフト・ランデイング的解決であった。
むろん，この時点ではボンド・スキームも 1990年代初めと違ってもは
やハード・ランデイング的解決とは到底いえず ソフト・ランデイング
的解決の一環をなすような合理的な政策システムと受け止められつつ
あった。ボンド・スキーム論者がSPSに大いなる親近性を示すにはそう
するだけの根拠があったのである。こうして， CAPの一連の漸進的な
改革の実態は時を経るとともにますますボンド・スキームに接近するよ
うになった。 SPSは疑いなくボンド・スキーム実現の方向への大きな追
い風になっている。かつてのようにボンド・スキームは外生的ショック
だとはいえないような状況になってきたと考えてよい。フイシュラー農
政改革が想定される以上に過去との決別を図ったといわれなければなら
ない所以である。
こうした流動的な動きが現在収まる気配はおよそない。 2008/09年度
になされる健康診断という名のフイシュラー農政改革に関する中間見直
しの気運がそれを物語っている。 EUパッチワーク・プラグマテイズム
の展開の結果としてなおも補足的な改革が積み増しされようとしている
のである。それはSPSにも限界があり いまだ直接所得支払い制度にま
つわる閉塞状況からの本当の意味での解決の糸口を見出し難いという困
難を受けたものであることはいうまでもない。現在のEUは農業の本格 
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的再編をその一環として包含する農村社会の多様化を通じる変化に敏感
になっており，農民の事業活動にもそうした変化に積極的に対応するこ
とを迫っている。ボンド・スキームはCAPの第 2の柱となっている農
村開発政策に財政面は別にしてそれ以外では接点をもちえない弱点を有
し，農村開発政策との関係において堅固な論理を成り立たせていないも
のの，そうした変化圧力に応えうる合理的で、体系だ、った配慮を含むシス
テムとなっている。そこにボンド・スキームが有効な政策選択肢として
の認知度を格段に高めている理由がある。欧州委員会提案と農相理事会
での政治的採択といった手続きとは別に農民との合意形成を図るという
難問を控えているが ここまで辿り着いたのがボンド・スキームの現在
の到達点であるといって差し支えないであろう。
ボンド・スキームの多面的検討から明らかになってくるのが，以上の
点である。ボンド・スキームは完全なデカップリングの点で画期的な意
味合いをもっている。どのような厳密化の試練にさらされようと，ボン
ド・スキームはWTO農業交渉において間違いなく「グリーン・ボック
スJ入りし，どのような切り口からであろうとそれを非難する口実を与
えることはない。分配の公平性の問題や財政問題に応えるべき経済的合
理性をも有している。価格政策もボンド・スキームの下では価格変動防
止に特化するセーフティ・ネット機能に純化することになるから，ボン
ド・スキームの政策としての魅力には重大な陥穿はない。ボンド・ス
キームはこれを支持する論者の議論の精級化によりなお一段の具体化を
進捗させながら， CAPが直面する問題への事態打開的策の重みを増し
ている。ボンド・スキームはその意味で新たな政策可能性を浮かび上が
らせている。フィシュラー農政改革はCAP改革の最終ステップにはな
りそうもない初)。予定されている健康診断の実施スケジュールはまさし 
80) Swinbank and Tangermann (2004). p. 74 (訳書. 105頁)• 
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くその言正しである。
むろん一連の補足的改革の積み増しだけでボンド・スキームに帰着す
ると想定するのはいささか安易であり その実現は農民との合意形成を
踏まえたさらなる「根本的改革」を前提とせざるをえない。たとえば，
農政改革の要素として重視されているクロス・コンブライアンスや農村
開発政策をどのように扱うかといった整理されるべき課題も控えている。
したがって，その実現についてはいまだ重大な弟子余曲折が予想され，早
計な予断は差し控えねばならないが，これはまさにボンド・スキームが
構想として具体的に煮詰まってきたことの証しにほかならず，この点で
いえば控えめにいって最小限ボンド・スキームはSPSとその後に続くと
考えられる補足的改革を経るなかで後継スキームとしての地位を着々と
固めつつあるとはいえるであろう 81)。その点でボンド・スキームはCAP
改革局面を転換させるほどの主導力を発揮しうるまでもう一歩の地点に
までかぎりなく迫ってきたといってよい。ここにこれまで述べてきたそ
の起伏に富んだ発展軌跡のなかで考えうる政策選択肢として大きく浮上
してきたボンド・スキームの独自な意義があり， 20年弱の履歴効果を生
かしたその現在における歴史的位置関係が窺える。それは決して緩慢な
歩みというわけではなかったO というよりもむしろ，農政改革の現実が
ボンド・スキームに近寄ってきたのである。 
81) この点，後藤康夫は直接所得支払い論議がボンド・スキーム構想、にまで行き
着いた事実に着目し， 1ここまできたかJとの感想を披涯していた。後藤 
(2006)，49頁。 1990年代以降におけるCAP改革の歩みを改めてみつめ直すと
筆者も同様の感慨を抱くのを禁じえない。なおそのほかに注目されるのは直
近における域内穀物価格の高騰である。すでに本論において指摘したように， 
2008/09年度に需給逼迫と在庫急減を受けてセット・アサイド比率が再びゼロ
に据え置かれたのがこうした事態を裏づけるが，これは過剰補償問題を再浮
上させ，直接所得支払いのあり方を改めて問いかけるものとなろう。その意
味でもポンド・スキームは後継スキームとしての重要性を増すことになると
思われる。古内 (2008)，116頁。 
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